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研究の背景 
 

将来発生し得る南海トラフ地震動などの長周期地震動の実像が解明されつつあるなか、それを踏まえ

た大振幅地震動を設計に考慮すべき社会的状況になりつつある。従来よりも強い地震動に対して建物の

安全性を確保するためには、層間ダンパーの数を増やすなどの必要がある。鋼材ダンパーの使用は特に

有効であるものの、ダンパーの数を増やしすぎると、発生頻度の高い中小地震動では床応答加速度が悪

化する。これにより、家具や什器が転倒したり天井などの非構造部材が損傷したりする可能性が高まる。

ゆえに、従来の制振建物の延長では、建物の構造躯体と室内の安全性を両立することは困難である。 

本研究では、広範な地震動強さに対して、層間変位と床応答加速度の抑制を両立するため、鋼材系の

層間ダンパーと TMD を併用する制振システムを提案する（図 1）。この制振システムの実現への足がか

りとして、制振システムの動的特性を理論的に明らかにしたうえで制振性能の優位性を示し、加えて、

設計法を構築することにより、システムの社会への普及を目指す。 

結果と考察 
 

統計的等価線形化手法により誘導した Fokker-Planck 方程式を用い、不規則振動解析をとおして、制振

対象が弾塑性応答する際の TMD の制振性能および動的特性を包括的に分析した。 

結果を要約すると、以下のとおりである。 

1) 層間ダンパーの塑性率および制振対象の非線形特性（建物の 2 次剛性比）と TMD の最適同調条

件の関係を数値的に明らかにし、その簡易予測式を提案した（図 2）。 

 

                    
               (a) 変位応答の最小化   (b) 絶対加速度応答の最小化   

図 2 層間ダンパーの塑性化進展に伴う 

図 1 解析対象            最適同調比の変化 

 

2) TMD による層間変位と床応答加速度の低減効果を数値的に明らかにした。また、それを説明する

理論を構築し、TMD による制振性能の簡易予測式を提案した（図 3）。これにより、層間ダンパ

ーにどの程度の耐力を設定し、TMD の質量を如何に設定すべきかの設計方針が明確になった。 

 

3) 層間ダンパーの塑性率および建物の 2 次剛性比と TMD の最大変形の関係を明らかにし、その簡易

予測式を提案した（図 4）。また、大振幅地震動に対して、建物の等価固有周期の伸張に伴う建物

と TMD との同調ずれにより、過大な TMD の変形を抑制できる長所があることを理論的に示した。

この事実により、数メートルの変形に追従できる減衰装置を特別に開発しなくても、従来の免震

用のオイルダンパー等を用いて TMD のシステムを構成できる。 
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図 3 TMD による層間変位の低減効果の予測 

   
図 4 TMD の最大変形とその予測（凡例は図 3 と共通） 

 
本助成による研究成果を日本建築学会大会学術講演梗概集（口述発表・査読なし）に投稿済みである。 

また、論文を日本建築学会構造系論文集に投稿する予定である（2017 年 4 月中）。 
 

結論と今後の課題 
 

TMD の制振性能および各種の最大応答の簡易予測式を提案することにより、応答指定型設計法の下地を

確立することができた。 
ただし、本研究では、建物を等価 1 質点系とし、かつ入力をホワイトノイズとした、理想化した条件に

限定した。建物を多質点系とし長周期地震動を対象とした場合についても、本研究と同様の結論が得られ

る見込みはあるものの、検証して確認する必要がある。その内容についても、日本建築学会構造系論文集

に論文を投稿する予定である。 
また、今後は、民間の設計事務所との共同研究あるいは日本建築学会傘下の委員会活動の中で、本研究

成果を実際の建物に普及していけるよう、幅広く社会に還元していく予定である。 
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論文登載費（日本建築学会構造系論文集 2016 年 11,12,2017 年 1 月号） 
シンポジウム参加費（巨大地震への備えを目指す免震構造の取り組み, 制振

構造の性能評価と大振幅地震動に対する挙動, 建物の構造・機能評価に関するモニ
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